
当資料は、ファンドに関する情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。当資料中の記載事項は、全て当資料作成以前のものであり、事前の連絡なしに変更されること
があります。当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。ファンドは、債券等の値動きのある有価証券等に実質的に投資します（また、
外貨建資産に投資しますので、為替変動リスクもあります。）ので基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド運用による損益は、すべて受益者に帰
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基準価額（分配金再投資）

ファンドの基準価額（分配金再投資）は、2011年11月30日（設定日）以降、インドの良好なファンダメンタルズ
（経済の基礎的条件）を背景に概ね堅調に推移しました。基準価額（分配金再投資）のパフォーマンスは、設定日
から2018年3月9日の期間で＋90.4％となりました。
一方で、2018年初来（2017年12月29日～2018年3月9日）で見ると、インドルピー（対円）の下落が主なマイ
ナス要因となり、基準価額（分配金再投資）は7.5％下落しました。米国金利上昇を受けて米国株式市場が乱高下
したことや米国の保護主義的な通商政策に対する懸念などがインドルピー（対円）下落要因となりました。また、インド債
券市場も物価上昇などを背景とした金利上昇懸念から軟調に推移しました。

野村アセットマネジメント株式会社

「野村インド債券ファンド（毎月分配型）」
2018年初来の運用経過と今後の見通しについて

2018年3月29日

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
「野村インド債券ファンド（毎月分配型）」（以下、ファンド）の2018年初来の運用経過と今後の見通しについて、
ご説明いたします。

【ご参考資料】

基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測るため
のものです。したがって、課税条件等によって受益者ごとに収益率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

＜設定来の基準価額の推移＞
期間：2011年11月30日(設定日）～2018年3月9日、日次

＜年初来の基準価額（分配金再投資）の推移＞
期間：2017年12月29日～2018年3月9日、日次

ポイント① 足元のインドルピー（対円）の下落が基準価額のマイナス要因に

最新のファンド情報は、月次レポートでご確認できます（野村アセットマネジメントホームページに掲載）。
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当資料は、ファンドに関する情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。当資料中の記載事項は、全て当資料作成以前のものであり、事前の連絡なしに変更されること
があります。当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。ファンドは、債券等の値動きのある有価証券等に実質的に投資します（また、
外貨建資産に投資しますので、為替変動リスクもあります。）ので基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド運用による損益は、すべて受益者に帰
属します。お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。
また、ファンドの運用実績ではありません。ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

（出所）ブルームバーグデータより野村アセットマネジメント作成

インドルピー（対円）の変動は、「①インドルピー（対米ドル）の動き」と「②米ドル（対円）の動き」に分けて考えるこ
とができます。2018年初来、インドルピー（対円）は軟調な推移が続いていますが、米ドルに対するインドルピー安（＝
①）ではなく、円に対する米ドル安（＝②）が下落の主な要因となっています。円に対して米ドル安が進んでいる背景
には、2018年2月に入り米国金利の急上昇を契機として米国株式市場が乱高下したことや、米国の保護主義的な通
商政策に対して懸念が高まったことなどから、投資家のリスク回避姿勢が強まり、米ドルが売られ安全資産とされる円が
買われた、等の理由が考えられます。
一方で、インドルピーは米ドルに対して相対的に底堅い動きを続けています。相対的に良好な経済環境を背景に、外
国人によるインドへの直接投資と証券投資は継続しており、このため、インド準備銀行（RBI）は急速なルピー高を抑
制するためのルピー売りドル買い介入を継続しています。その結果、外貨準備高は4,000億米ドルを超えて過去最高水
準となり、長期的にルピーを下支えすることが期待されます。

＜インドルピー（対円、対米ドル）と米ドル（対円）の推移＞
期間：2017年12月29日～2018年3月9日、日次
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ポイント② 米ドル安・円高の影響を受け、インドルピー（対円）が下落
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当資料は、ファンドに関する情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。当資料中の記載事項は、全て当資料作成以前のものであり、事前の連絡なしに変更されること
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外貨建資産に投資しますので、為替変動リスクもあります。）ので基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド運用による損益は、すべて受益者に帰
属します。お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
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上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。
また、ファンドの運用実績ではありません。ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

＜当資料で使用した指数について＞
インド国債：JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ・ブロード（インド）
●JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ・ブロード（JP Morgan Government Bond Index-Emerging Markets Broad）は、J.P.Morgan

Securities LLCが公表している現地通貨建ての新興国の国債等を対象としたインデックスであり、その著作権および知的財産権は同社に帰属します。

今後とも「野村インド債券ファンド（毎月分配型）」をご愛顧賜りますよう宜しくお願い申し上げます。
以上

（出所）JPモルガンデータより野村アセットマネジメント作成
使用した指数については、以下の「当資料で使用した指数について」をご参照ください。

インド債券市場は、2018年初来で軟調な動きとなりました。原油価格の上昇などから物価上昇率が政策目標の中心
値である4％を超えてきたこと、2018年2月に発表された予算案において、2017年度の財政赤字目標の対国民総生
産（GDP）比が当初の3.2％から3.5％と赤字拡大方向に修正されたこと等から債券利回りには上昇圧力がかかりま
した。
インド経済は相対的に輸出依存度が低く、個人消費がGDPの約6割を占める内需主導の経済であり、海外要因に比
較的左右されにくい経済構造を有していると考えられます。米国における金利先高観測や保護主義的な通商政策への
懸念が高まっていますが、インドの実体経済に及ぼす影響は軽微なものに留まると考えます。インドでは、2016年11月に
実施された高額紙幣廃止の影響などにより経済活動が一時的に停滞する局面がありましたが、2017年10-12月期に
は経済成長率が前年比＋7％台に回復しました。
物価上昇率は足元で上昇基調となっていますが、引き続きRBIの政策目標の範囲内でコントロールされています。追
加利下げ期待は遠のきましたが、金融政策は、当面現状維持となる可能性が高いと見ています。
以上のような要因を背景に、インド債券市場は中長期的に堅調に推移すると期待されます。

＜インド国債指数（現地通貨ベース）の推移＞
期間：2011年11月末～2018年2月末、月次

ポイント③ 内需主導の経済成長等を背景に、今後も堅調が予想されるインド債券市場
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野村インド債券ファンド（毎月分配型）／（年2回決算型）

【ファンドの特色】

● 「野村インド債券ファンド」は、毎月決算を行なう「毎月分配型」と年2回決算を行なう「年2回決算型」の2本のファンドから
構成されています。

● インカムゲインの確保と信託財産の成長を目標に運用を行ないます。

● インドルピー建ての公社債等への投資効果を追求する投資信託証券※を主要投資対象とします。
※ インドルピー建ての公社債等を実質的な主要投資対象とする投資信託証券のほか、米ドル建ての公社債等を実質的な主要投資対象とし、

為替予約取引等を活用してインドルピーへの投資効果を追求する投資信託証券を含みます。

● インド関連の発行体※が発行する公社債等を実質的な投資対象とする投資信託証券を複数選定し、投資を行ないます。
※ インド関連の発行体とは、インド政府、インドの企業、およびその子会社や関連会社、金融子会社等、ならびに、事業を通じてインドと関連があると

投資対象とする投資信託証券の運用会社が判断する発行体（アジア開発銀行、国際復興開発銀行等の国際機関を含みます。）のことを指します。

◆投資信託証券への投資は、高位を維持することを基本とします。

◆投資信託証券への投資にあたっては、別に定める投資信託証券の一部もしくは全てに投資を行なうことを基本とします。
投資する投資信託証券は、投資対象市場の動向等を勘案して適宜見直しを行ないます。この際、既投資の投資信託証券が
投資対象から外れたり、新たな投資信託証券を投資対象に追加する場合があります。

◆投資対象とする投資信託証券の投資比率には特に制限は設けず、投資対象ファンドの収益性および流動性ならびにファンドの
資金動向等を勘案のうえ決定します。

● ファンドは、複数の投資信託証券（ファンド）を投資対象とするファンド・オブ・ファンズです。

● 「毎月分配型」「年2回決算型」間でスイッチングができます。

● 分配の方針

◆毎月分配型
原則、毎月13日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。
分配金額は、分配対象額の範囲内で、委託会社が決定するものとし、原則として、利子・配当等収益等を中心に安定分配を
行なうことを基本とします。ただし、基準価額水準等によっては、売買益等が中心となる場合や安定分配とならない場合が
あります。

◆年2回決算型

原則、毎年5月および11月の13日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。

分配金額は、分配対象額の範囲内で、基準価額水準等を勘案して委託会社が決定します。

＊委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

ファンド名 インド現地通貨建債券マザーファンド

委託会社 野村アセットマネジメント株式会社

投資顧問会社 ノムラ・アセット・マネジメント・シンガポール・リミテッド

主要投資対象

インド関連の発行体が発行するインドルピー建ての公社債等（国債、ソブリン債（含む国際機関債）、準ソブリン債、社債等）

※外国機関投資家がインドの債券市場においてインドルピー建ての公社債に投資を行なうにあたっては、投資ライセンス

を取得する必要があることに加え、投資に先立って入札による投資可能枠の取得が必要となる場合があります。

インドルピー建ての公社債の実際の組入れは、資金動向、市況動向、投資環境、投資可能枠の取得状況等によります。

ファンド名（形態） ノムラ・インディアン・ボンド・ファンド – クラスINR（ケイマン諸島籍円建外国投資信託）

投資顧問会社 ノムラ・アセット・マネジメント・シンガポール・リミテッド

副投資顧問会社 野村アセットマネジメント株式会社

受託会社 グローバル・ファンズ・トラスト・カンパニー

主要投資対象 インド関連の発行体が発行する米ドル建ての公社債等（国債、ソブリン債（含む国際機関債）、準ソブリン債、社債等）

別に定める投資信託証券（2018年2月8日現在）
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当資料は、ファンドに関する情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。当資料中の記載事項は、全て当資料作成以前のものであり、事前の連絡なしに変更されること
があります。当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。ファンドは、債券等の値動きのある有価証券等に実質的に投資します（また、
外貨建資産に投資しますので、為替変動リスクもあります。）ので基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド運用による損益は、すべて受益者に帰
属します。お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

【お申込メモ】 【当ファンドに係る費用】

●信託期間 平成38年11月13日まで ◆ご購入時手数料 ご購入価額に3.24％（税抜3.0％）以内で販売会社が

（【毎月分配型】　：　平成23年11月30日設定） 独自に定める率を乗じて得た額

（【年2回決算型】　：　平成28年12月5日設定） ＜スイッチング時＞

●決算日および 【毎月分配型】年12回の決算時（原則、毎月13日。休業日の 販売会社が独自に定める率を乗じて得た額

　 収益分配 場合は翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 ＊詳しくは販売会社にご確認下さい。

【年2回決算型】年2回の決算時（原則、5月および11月の13日。 ◆運用管理費用（信託報酬） ファンドの純資産総額に年1.5552％（税抜年1.44％）の率を

休業日の場合は翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 乗じて得た額が、お客様の保有期間に応じてかかります。

●ご購入価額 ご購入申込日の翌営業日の基準価額 ○実質的にご負担いただく信託報酬率

●ご購入単位 1万口以上1万口単位（当初元本1口＝1円） 　　　年1.5552％～年1.7152％程度 （税込）

または1万円以上1円単位 （注）ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を

※ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 加味して、投資者が実質的に負担する信託報酬率について

●ご換金価額 ご換金申込日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を 算出したものです。この値は、平成30年2月8日現在の

差し引いた価額 ものであり、投資対象とする投資信託証券の組入れ状況

●スイッチング 「毎月分配型」「年2回決算型」間でスイッチングが可能です。 により変動します。

※販売会社によっては、スイ ッチングのお取扱いを行なわない場合があります。 ◆その他の費用・手数料 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、

●お申込不可日 販売会社の営業日であっても、申込日当日が、下記のいずれ 外貨建資産の保管等に要する費用、インドルピー建て

かの休業日に該当する場合または12月24日である場合には、 公社債投資枠の入札等に要する費用、監査法人等に

原則、ご購入、ご換金、スイッチングの各お申込みができません。 支払うファンドの監査に係る費用、ファンドに関する租税等が

・ムンバイの銀行 ・シンガポールの銀行 ・ニューヨークの銀行 お客様の保有期間中、その都度かかります。

・ルクセンブルグの銀行 ・ボンベイ証券取引所 ※これらの費用等は運用状況等により変動するため、

・インドのナショナル証券取引所 事前に料率・上限額等を示すことができません。

●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに ◆信託財産留保額 1万口につき基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

換金時（スイッチングを含む）および償還時の譲渡益に （ご換金時、スイッチングを含む）

対して課税されます。ただし、少額投資非課税制度などを 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に

利用した場合には課税されません。なお、税法が改正された 応じて異なりますので、表示することができません。

場合などには、内容が変更になる場合があります。 ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

詳しくは販売会社にお問い合わせください。 ※販売会社によっては、一部のファンドのみのお取扱いとなる場合があります。

商号：野村アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第373号
加入協会：一般社団法人投資信託協会／

一般社団法人日本投資顧問業協会

（2018年3月現在）

各ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、債券等に実質的に投資する効果を有しますので、金利変動等に
よる当該債券の価格下落や、当該債券の発行体の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落す
ることがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替の変動により基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が生じるこ
とがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

【投資リスク】

【ご留意事項】
・投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。
・投資信託は預金保険の対象ではありません。
・登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金制度が適用されません。

◆設定・運用は

野村インド債券ファンド（毎月分配型）／（年2回決算型）
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

野村インド債券ファンド（毎月分配型）／（年2回決算型）

金融商品取引業者等の名称 登録番号 

加入協会 

日本証券業 

協会 

一般社団法人 

日本投資 

顧問業協会 

一般社団法人 

金融先物 

取引業協会 

一般社団法人 

第二種金融商品 

取引業協会 

株式会社北海道銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○ 

株式会社岩手銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第3号 ○ 

株式会社群馬銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第46号 ○ ○ 

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○ 

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○ 

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○ 

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○ 

株式会社東京都民銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第37号 ○ ○ 

株式会社第四銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第47号 ○ ○ 

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第41号 ○ 

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○ 

株式会社福井銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第2号 ○ ○ 

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○ 

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第6号 ○ 

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○ 

株式会社三重銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第11号 ○ 

株式会社滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○ 

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○ 

株式会社山陰合同銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第1号 ○ 

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○ 

株式会社阿波銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第1号 ○ 

株式会社琉球銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○ 

株式会社きらやか銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第15号 ○ 

株式会社北日本銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第14号 ○ 

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○ 

株式会社神奈川銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第55号 ○ 

株式会社静岡中央銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第15号 ○ 

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第12号 ○ 

株式会社第三銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○ 

株式会社関西アーバン銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第16号 ○ ○ 

株式会社みなと銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第22号 ○ ○ 

株式会社福岡中央銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第14号 ○ 

株式会社宮崎太陽銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第10号 ○ 

株式会社八千代銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○ 

朝日信用金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第143号 ○ 

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第30号 ○ 

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○ 

藍澤證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第6号 ○ ○ 

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○ 

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ 
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

野村インド債券ファンド（毎月分配型）／（年2回決算型）

金融商品取引業者等の名称 登録番号 

加入協会 

日本証券業 

協会 

一般社団法人 

日本投資 

顧問業協会 

一般社団法人 

金融先物 

取引業協会 

一般社団法人 

第二種金融商品 

取引業協会 

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ 

岡地証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○ 

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第3号 ○ 

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○ 

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○ 

ごうぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第43号 ○ 

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○ 

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第20号 ○ 

大熊本証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第1号 ○ 

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○ 

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○ 

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○ 

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ 

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○ 

第四証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○ 

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○ 

SMBC日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ 

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○ 

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○ 

ふくおか証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ 

丸近證券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第35号 ○ 

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○ 
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